
○釜石市コミュニティ住宅管理規則

平成10年3月24日

規則第18号

注　平成12年12月から改正経過を注記した。
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第1章　総則

(趣旨)

第1条　この規則は、釜石市コミュニティ住宅管理条例(平成9年釜石市条例第22号。以下「条例」という。)の施行

に関し必要な事項を定めるものとする。

第2章　コミュニティ住宅の管理

(入居資格の承認)

第2条　条例第5条第1項の規定による入居資格についての承認の申請は、コミュニティ住宅入居資格承認申請書(様

式第1号)により行わなければならない。

2　条例第5条第2項の規定による承認通知は、コミュニティ住宅入居資格承認通知書(様式第2号)に、不承認の通知

は、コミュニティ住宅入居資格不承認通知書(様式第3号)によるものとする。

(入居の申込み等)

第3条　条例第6条第1項に規定する入居の申込みは、コミュニティ住宅入居申込書(様式第4号)に次に掲げる書類を

添えて市長に行わなければならない。

(1)　入居しようとする者(同居しようとする親族を含む。以下同じ。)の収入の額を証する書類

(2)　入居しようとする者の住民票の写し

(3)　入居しようとする者の市町村民税又は特別区民税の納税証明書

(4)　前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの

2　条例第6条第2項の規定による通知は、コミュニティ住宅入居者決定通知書(様式第5号)によるものとする。

(優先的に入居させることができる老人及び心身障害者の要件)

第3条の2　条例第6条の2第3項に規定する規則で定める要件を備えている老人は、公営住宅法(昭和26年法律第193

号)第23条第1号に規定する親族がない60歳以上の者又は当該親族のすべてが次の各号のいずれかに該当する60歳

以上の者とする。

(1)　配偶者

(2)　18歳未満の者

(3)　60歳以上の者

(4)　次項に規定する心身障害者

2　条例第6条の2第3項に規定する規則で定める要件を備えている心身障害者は、次の各号のいずれかに該当する者

とする。

(1)　戦傷病者にあっては、恩給法(大正12年法律第48号)別表第1号表ノ3に規定する第1款症以上の障害があり、

かつ、戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第4条の規定により交付を受けた戦傷病者手帳を所持してい

る者

(2)　戦傷病者以外の身体に障害のある者にあっては、身体障害者福祉法施行規則(昭和25年厚生省令第15号)別

表第5号に規定する身体障害者障害程度等級表の4級以上の障害があり、かつ、身体障害者福祉法(昭和24年法

律第283号)第15条第4項の規定により交付を受けた身体障害者手帳に記載されている者

(3)　知的障害者等の精神的障害を有する者にあっては、知的障害の程度が児童相談所の長、知的障害者更生相

談所の長、精神保健センターの長又は精神科の診療に経験を有する医師により、重度若しくは中度の知的障害

者又は同程度の精神的障害を有していると判定された者

(入居の手続等)

第4条　条例第7条第1項第1号に規定する請書は、コミュニティ住宅入居請書(様式第6号)によるものとする。

2　条例第7条第1項第1号に規定する市長が必要と認める書類は、緊急連絡人となる者の本人確認書類の写しとす

る。

3　条例第7条第5項の規定による通知は、コミュニティ住宅入居指定日通知書(様式第7号)によるものとする。

(緊急連絡人の変更)

第5条　入居者は、緊急連絡人が氏名、住所等を変更し、又は死亡し、若しくは特別の事情により緊急連絡人を継

続できなくなった場合においては、速やかにコミュニティ住宅緊急連絡人変更届(様式第8号)を市長に提出しな

ければならない。

(同居の承認の基準)



第6条　条例第9条の承認は、次に掲げる要件を備えている入居者について行うものとする。

(1)　同居後における収入(条例第2条第4号に規定する収入をいう。第9条及び第11条において同じ。)が公営住宅

法施行令(昭和26年政令第240号。以下「政令」という。)第9条第1項に規定する金額を超えないこと。

(2)　条例第30条第1項の規定による明渡しの請求を受けていないこと。

2　市長は、前項の規定にかかわらず、条例第9条の承認を得ようとする者又はその同居者が病気にかかっているこ

とその他の特別の事情があると認めたときは、同条の承認を行うことができる。

(同居の承認の申請等)

第7条　条例第9条の承認を得ようとする入居者は、コミュニティ住宅同居承認申請書(様式第10号)に次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。

(1)　入居者との関係を証することのできる戸籍の抄本及び謄本

(2)　同居させようとする者の住民票の写し

(3)　同居させようとする者の収入の額を証する書類

2　市長は、前項の規定による申請を承認したときは、コミュニティ住宅同居承認書(様式第11号)により、入居者

に対し通知するものとする。

(同居者の異動)

第8条　入居者は、出生、死亡、婚姻、養子縁組、転出等により同居者に異動があったときは、速やかにコミュニ

ティ住宅同居者異動届(様式第12号)に異動を証する書類を添えて市長に提出しなければならない。この場合にお

いて、異動した者に収入があるときは、その者に係る収入の額を証する書類を併せて添えなければならない。

(入居の承継の承認の基準)

第9条　条例第10条に規定する入居の承継の承認は、次の要件を備えている者について行うものとする。

(1)　条例第10条の承認を得ようとする者が、死亡し、又は退去した入居者と同居を開始した日から引き続きコ

ミュニティ住宅に居住している者で次のいずれかに該当するものであること。

ア　入居者の入居時から引き続き同居している者

イ　条例第9条の承認を得た者で当該承認を得た日から起算して1年以上経過しているもの

ウ　婚姻、出生又は養子縁組により、死亡し、又は退去した入居者との同居を開始した者で第8条の届出があ

ったもの

(2)　条例第10条の承認を得ようとする者に係る当該承認をした場合における収入が政令第9条第1項に規定する

金額を超えないこと。

(3)　死亡し、又は退去した入居者が条例第30条第1項の規定による明渡しの請求を受けていないこと。

2　市長は、前項の規定にかかわらず、条例第10条の承認を得ようとする者又はその同居者が病気にかかっている

ことその他の特別の事情があると認めるときは、同条の承認を行うことができる。

(入居の承継の承認の申請等)

第10条　条例第10条の承認を得ようとする者は、入居者が死亡し、又は退去した日の翌日から起算して30日以内

に、コミュニティ住宅入居承継承認申請書(様式第13号)に当該入居者が死亡し、又は退去したことを証する書

類、コミュニティ住宅緊急連絡人変更届及び第4条第2項に規定する書類を添えて市長に提出しなければならな

い。

2　市長は、前項の申請を承認したときは、コミュニティ住宅入居承継承認書(様式第14号)により当該申請をした

者に通知するものとする。

(家賃の減免の基準等)

第11条　条例第16条の家賃の減免の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額以内とし、そ

の減免の期間は、1年を超えない範囲内で入居者及び同居者の事情を考慮して認める期間とする。

(1)　入居者又はその同居者の収入が失職その他の理由により低額である場合　家賃に、収入に応じて市長が別

に定める率を乗じて得た額

(2)　入居者又はその同居者が病気にかかり、収入から治療費を差し引いた額が低額である場合　家賃に、収入

に応じて市長が別に定める率を乗じて得た額

(3)　入居者又はその同居者が災害により損害を受けた場合で収入から当該損害の額を差し引いた額が低額であ

るとき　家賃に、収入に応じて市長が別に定める率を乗じて得た額

(4)　生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第1項に規定する被保護者である入居者の家賃が同法による住宅扶

助基準額を超える場合　当該超える額

(5)　入居者又はその同居者が病気にかかり、過大の治療費を必要とし、又は災害により著しい被害を受けたこ

と等により長期にわたり無資力若しくはこれに近い状態にあり、かつ、家賃を支払うことができる見込みがな

いと認める場合　家賃の全額

2　条例第16条の徴収の猶予をする場合において、当該徴収の猶予をする額は、入居者が一時に納付することがで

きないと認められる金額を限度として市長が認める額として、当該徴収の猶予をする期間は、1年を超えない範

囲内で、市長が入居者及び同居者の事情を考慮して認める期間とする。

(家賃又は敷金の減免等の申請等)



第12条　条例第16条の減免又は徴収の猶予を受けようとする者は、コミュニティ住宅家賃(敷金)減免(徴収猶予)申

請書(様式第15号)を市長に提出しなければならない。

2　市長は、前項の申請を承認したときは、コミュニティ住宅家賃(敷金)減免(徴収猶予)承認通知書(様式第16号)

により申請者に通知するものとする。

(長期不在のときの届出)

第13条　条例第21条(条例第41条において準用する場合を含む。)の規定による届出は、コミュニティ住宅(駐車場)

不使用届(様式第17号)により行わなければならない。

(コミュニティ住宅の用途外の使用の申請等)

第14条　条例第23条ただし書の承認を得ようとするときは、コミュニティ住宅用途外使用承認申請書(様式第18号)

を市長に提出しなければならない。

2　市長は、前項の申請を承認したときは、コミュニティ住宅用途外使用承認通知書(様式第19号)により申請者に

通知するものとする。

(コミュニティ住宅の模様替及び増築の申請等)

第15条　条例第24条第1項ただし書の承認を得ようとするときは、コミュニティ住宅原状変更承認申請書(様式第20

号)を市長に提出しなければならない。

2　市長は、前項の申請を承認したときは、コミュニティ住宅原状変更承認通知書(様式第21号)により申請者に通

知するものとする。

(収入の申告等)

第16条　条例第25条第1項の収入の申告は、毎年7月末日までに、収入申告書(様式第22号)に入居者及びその同居者

の収入の額を証する書類を添えて市長に提出しなければならない。

(収入の額の認定等の通知)

第17条　条例第25条第3項の規定により収入の額を認定したときは、当該認定した収入の額及び条例第11条に規定

する毎月の家賃の額をコミュニティ住宅収入認定額通知書(様式第23号)により入居者に通知するものとする。

(収入超過者の認定の通知等)

第18条　条例第26条第1項の規定による通知は、コミュニティ住宅収入超過者認定通知書(様式第24号)によるもの

とする。

2　条例第26条第2項の規定により意見を述べようとするときは、コミュニティ住宅収入認定額(収入超過者認定)更

正申出書(様式第25号)を市長に提出しなければならない。

3　市長は、前項の申出をした入居者の収入超過者の認定を更正したときは、コミュニティ住宅収入超過者認定更

正通知書(様式第26号)により当該申出をした入居者に通知するものとする。

(住宅の明渡しの届出等)

第19条　条例第29条第1項の規定による届出は、コミュニティ住宅明渡届(様式第27号)によるものとする。

2　条例第14条第2項の規定による還付を受けようとする入居者は、条例第29条第1項の検査を受けた後、敷金還付

請求書(様式第28号)を市長に提出しなければならない。

第3章　駐車場の管理

(駐車場の使用の申込み等)

第20条　条例第34条の駐車場の使用の申込みは、コミュニティ住宅駐車場使用申込書(様式第29号)に次に掲げる書

類を添えて市長に行わなければならない。

(1)　自動車検査証の写し

(2)　運転免許証の写し

(3)　前2号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

2　条例第35条第1項の規定による通知は、コミュニティ住宅駐車場使用決定者通知書(様式第30号)によるものとす

る。

(使用自動車の変更届)

第21条　前条の規定により決定を受けた者が使用する自動車を変更したときは、速やかにコミュニティ住宅駐車場

使用自動車変更届(様式第31号)に変更した自動車の自動車検査証の写しを添えて市長に提出しなければならな

い。

(保管場所の証明)

第22条　第20条の規定により決定を受けた者が自動車の保管場所の確保等に関する法律施行規則(平成3年国家公安

委員会規則第1号)第1条第2項第1号に規定する書面を必要とするときは、コミュニティ住宅駐車場使用許可証明

書交付申請書(様式第32号)により市長に申請しなければならない。

2　市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、速やかに内容を審査し、コミュニティ住宅駐車場使用許可証明

書(様式第33号)を交付するものとする。

3　市長は、前項の証明書を交付するときは、釜石市手数料条例(平成12年釜石市条例第15号)の規定に基づき手数

料を徴収するものとする。

(使用料)

第23条　条例第37条第1項の規定による使用料の額は、別表に定める額とする。



(駐車場の明渡しの届出)

第24条　第19条第1項の規定は、条例第41条において準用する条例第29条第1項の規定による届出について準用す

る。この場合において、第19条第1項中「コミュニティ住宅明渡届(様式第27号)」とあるのは、「コミュニティ

住宅駐車場明渡届(様式第34号)」と読み替えるものとする。

第4章　補則

(コミュニティ住宅検査員の証)

第25条　条例第43条第3項に規定する身分を示す証票は、コミュニティ住宅検査員証(様式第35号)とする。

(釜石市コミュニティ住宅管理人の委嘱)

第26条　市長は条例第42条第5項の規定に基づきコミュニティ住宅管理人(以下「管理人」という。)をコミュニテ

ィ住宅に居住する者のうちから委嘱する。

2　管理人の管理すべき住宅及び区域は、市長が定める。

(解任)

第27条　市長は、管理人が次の各号のいずれかに該当するときは、管理人の職を解く。

(1)　コミュニティ住宅から退去し、入居者の資格を失ったとき。

(2)　心身の故障等により、管理人の職務の遂行が困難と認められるとき。

(3)　その他、市長が管理人として不適切と認めたとき。

(職務)

第28条　管理人は、住宅監理員の指揮のもと、次の職務を行う。

(1)　コミュニティ住宅及び共同施設の管理

(2)　入居者に対する連絡

(3)　災害予防のために必要な事項の連絡等

(敷地の目的外使用)

第29条　条例第44条に規定する使用の許可及びその処分は、釜石市行政財産使用料条例(昭和42年釜石市条例第28

号)により行うものとする。

(補則)

第30条　この規則に定めるもののほか、その施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

(施行期日)

1　この規則は、平成10年4月1日から施行する。

(経過措置)

2　この規則の施行の際現に改正前の釜石市営住宅管理規則(昭和37年釜石市規則第18号。以下「旧規則」とい

う。)の規定によりコミュニティ住宅に入居している者は、この規則の規定によりコミュニティ住宅に入居して

いる者とみなす。

3　この規則の施行の際現に旧規則の規定によりコミュニティ住宅駐車場を利用している者は、この規則の規定に

よりコミュニティ住宅駐車場を使用している者とみなす。

附　則(平成12年3月21日規則第8号)

この規則は、平成12年4月1日から施行する。

附　則(平成12年12月25日規則第58号)

この規則は、公布の日から施行し、第1条の規定による改正後の釜石市営住宅管理規則の規定、第2条の規定によ

る改正後の釜石市改良住宅管理規則の規定及び第3条の規定による改正後の釜石市コミュニティ住宅管理規則の規

定は、平成12年10月1日から適用する。

附　則(平成14年6月25日規則第16号の2)

この規則は、平成14年7月1日から施行する。

附　則(平成15年3月28日規則第3号)

この規則は、平成15年4月1日から施行する。

附　則(平成16年10月18日規則第37号の2)

この規則は、公布の日から施行する。

附　則(平成17年2月1日規則第1号)

この規則は、平成17年2月1日から施行する。

附　則(平成20年4月1日規則第11号の3)

この規則は、平成20年4月1日から施行する。

附　則(平成21年4月1日規則第5号の3)

この規則は、平成21年4月1日から施行する。

附　則(平成26年3月26日規則第2号)

この規則は、平成26年4月1日から施行する。

附　則(平成31年3月27日規則第6号の7)

この規則は、平成31年4月1日から施行する。



附　則(令和8年4月1日規則第28号)

この規則は、令和8年4月1日から施行する。

別表(第23条関係)駐車場

名称 所在地 設置年度 台数 使用料
(1台当たり月額)

コミュニティ住宅5号棟駐車
場

釜石市嬉石町三丁目9番42 平成12年度 10台 2,000円

コミュニティ住宅6号棟駐車
場

釜石市嬉石町三丁目104番1 平成14年度 20台 2,000円



様式第1号(第2条関係)
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様式第7号(第4条関係)
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様式第8号(第5条、第10条関係)

様式第9号　削除
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